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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第93期
第３四半期
連結累計期間

第94期
第３四半期
連結累計期間

第93期

会計期間
自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日

自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日

自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日

売上高(営業収益) (百万円) 1,898,708 2,062,749 2,603,537

経常利益 (百万円) 157,473 116,253 121,483

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(百万円) 141,431 80,846 114,665

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 122,902 83,429 111,140

純資産額 (百万円) 1,736,507 1,803,610 1,724,713

総資産額 (百万円) 5,322,233 5,423,330 5,412,307

１株当たり四半期(当期)純利益金額 (円) 186.77 106.78 151.43

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 31.9 32.1 31.1
 

 

回次
第93期
第３四半期
連結会計期間

第94期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成28年10月１日
至 平成28年12月31日

自 平成29年10月１日
至 平成29年12月31日

１株当たり四半期純利益金額
又は四半期純損失金額(△)

(円) △7.01 24.65
 

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しているので，提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ない。

２　売上高には，消費税等は含まれていない。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については，潜在株式が存在しないため記載していな

い。

 

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において，当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について，重要な変更はない。ま

た，主要な関係会社の異動は次のとおりである。

 

[その他]

 Diamond Germany 1. Transmission GmbH，Diamond Germany 2. Transmission GmbHは，平成29年６月21日付で，当

社および三菱ＵＦＪリース株式会社の共同出資会社（Chubu Electric Power & MUL Germany Transmission

GmbH
※
）が，同社それぞれの株式の49％を三菱商事株式会社から取得したため，新たに持分法適用関連会社となっ

た。

 

 ※Chubu Electric Power & MUL Germany Transmission GmbHは，平成29年４月13日付で当社および三菱ＵＦＪ

   リース株式会社の共同出資により設立した連結子会社である。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について，当四半期報告書の提出日までにおいて，重

要な変更はない。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

該当事項なし

 
３ 【財政状態，経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 

(1) 業績の状況

 

 

前第３四半期
連結累計期間

(自 平成28年４月１日

至 平成28年12月31日)

当第３四半期
連結累計期間

(自 平成29年４月１日

至 平成29年12月31日)

増    減

金額（億円） 金額（億円） 金額（億円） 増減率（％）

売上高（営業収益） 18,987 20,627 1,640 8.6

営業利益 1,680 1,248 △431 △25.7

経常利益 1,574 1,162 △412 △26.2

親会社株主に帰属

する四半期純利益
1,414 808 △605 △42.8

 

 

当第３四半期連結累計期間の収支の状況については，収益面では，燃料費調整額の増加や，再エネ特措法に基

づく賦課金や交付金の増加などから，売上高は，前第３四半期連結累計期間に比べ1,640億円増加し2兆627億円，

経常収益は，前第３四半期連結累計期間に比べ1,661億円増加し2兆787億円となった。

一方，費用面では，燃料価格の上昇に伴う燃料費の増加などから，経常費用は，前第３四半期連結累計期間に

比べ2,073億円増加し1兆9,624億円となった。

以上により，経常利益は，前第３四半期連結累計期間に比べ412億円減少し1,162億円，親会社株主に帰属する

四半期純利益は，前第３四半期連結累計期間に比べ605億円減少し808億円となった。

なお，前第３四半期連結累計期間においては，当社の既存燃料事業（上流・調達），既存海外発電・エネル

ギーインフラ事業等の株式会社ＪＥＲＡへの承継に伴い，302億円を特別利益に計上している。

 

販売電力量は，首都圏での販売拡大に加え，自動車関連・半導体の生産増はあったが，競争の進展による他事

業者への切り替えの影響などから，前第３四半期連結累計期間に比べ５億kWh減少し888億kWhとなった。

[低圧需要]

　低圧需要は，首都圏での販売拡大に加え，春先や冬季の気温が前年度に比べ低めに推移したことによる暖房設

備の稼動増はあったが，他事業者への切り替えの影響などから，前第３四半期連結累計期間に比べ２億kWh減少し

265億kWhとなった。

[高圧・特別高圧需要]

　高圧・特別高圧需要は，首都圏での販売拡大に加え，自動車関連・半導体の生産増はあったが，他事業者への

切り替えの影響などから，前第３四半期連結累計期間に比べ３億kWh減少し623億kWhとなった。

 

これに対して供給面では，浜岡原子力発電所全号機が運転を停止している中，水力発電量は，出水率が前第３

四半期連結累計期間を下回ったことから，前第３四半期連結累計期間に比べ２億kWh減少し68億kWhとなった。

また，融通・他社受電量は，再生可能エネルギーの買取量が増加したことなどにより，前第３四半期連結累計

期間に比べ11億kWh増加し89億kWhとなった。

この結果，火力発電量は，前第３四半期連結累計期間に比べ14億kWh減少し784億kWhとなった。
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当第３四半期連結累計期間におけるセグメント別の業績（セグメント間取引消去前）は以下のとおりである。

 

 ［発電］

火力および再生可能エネルギーによる電力の供給に伴う売上高は7,949億円となり，前第３四半期連結累計期間

に比べ717億円増加となった。営業利益は448億円となり，前第３四半期連結累計期間に比べ531億円減少となっ

た。

 ［電力ネットワーク］

電力ネットワークサービスの提供に伴う売上高は5,341億円となり，前第３四半期連結累計期間に比べ42億円増

加となった。営業利益は297億円となり，前第３四半期連結累計期間に比べ36億円増加となった。

 ［販売］

ガス＆パワーを中心とした総合エネルギーサービスに伴う売上高は1兆9,291億円となり，前第３四半期連結累

計期間に比べ1,257億円増加となった。営業利益は222億円となり，前第３四半期連結累計期間に比べ177億円減少

となった。

　

(2) 財政状態

総資産は，前連結会計年度末並みの5兆4,233億円となった。

純資産については，親会社株主に帰属する四半期純利益などにより，前連結会計年度末に比べ788億円増加し

1兆8,036億円となった。

この結果，自己資本比率は，前連結会計年度末から1.0ポイント向上し32.1％となった。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

前事業年度の有価証券報告書の提出日後，当四半期報告書の提出日までにおいて，事業上及び財務上の対処す

べき課題について，重要な変更はない。

 
(4) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間における当社グループ全体としての研究開発費の総額は，5,324百万円である。

（注）上記金額には，内部取引を考慮していない。
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(5) 生産，受注及び販売の実績

当社グループは，火力および再生可能エネルギーによる電力の供給を行う「発電」，電力ネットワークサービ

スの提供を行う「電力ネットワーク」，ガス＆パワーを中心とした総合エネルギーサービスを展開する「販売」

の３つのセグメントが，一体となって電気事業を運営している。加えて，当社グループにおける生産，受注及び

販売の状況については，電気事業がその大半を占めているため，当社が営む電気事業のみを記載している。

 なお，電気事業は，販売電力量が景気動向等の影響を受けることや，夏季と冬季に高い水準となる傾向にあ

り，四半期ごとの業績に変動が生じることがあるため，電気事業における生産，受注及び販売の実績を記載して

いる。

　

 ①　需給実績

 

種別

当第３四半期
連結累計期間

(自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日)

対前年同四半期
増減率(％)

発受電電力量
（百万kWh）

自社

水力発電電力量 6,778 △4.0

火力発電電力量 78,408 △1.7

原子力発電電力量 △193 1.9

新エネルギー
発電電力量

（46）
26

（△21.6）
△7.8

融通・他社受電電力量 8,917 14.7

揚水発電所の揚水用電力量 △919 11.4

合計 93,017 △0.7

損失電力量（百万kWh） △4,193 △2.1

販売電力量（百万kWh） 88,824 △0.6

出水率（％） 96.3 ―
 

(注) １ 火力は，汽力と内燃力の合計である。

２ 新エネルギー発電電力量の（ ）内は，バイオマスの火力混焼による発電電力量を再掲している。

    ３ 融通・他社受電電力量は，受電電力量から送電電力量を控除した電力量を記載しており，当第３四半期連結

会計期間末日現在で把握している電力量を記載している。

    ４　揚水発電所の揚水用電力量とは，貯水池運営のための揚水用に使用する電力である。

５ 出水率は，昭和61年度から平成27年度までの第３四半期連結累計期間の30カ年平均に対する比である。

 

 ②　販売実績

 

種別

当第３四半期
連結累計期間

(自 平成29年４月１日
 至 平成29年12月31日)

対前年同四半期
増減率(％)

販売電力量

（百万kWh）

低圧 26,498 △0.7

高圧・特別高圧 62,326 △0.5

合計 88,824 △0.6

料金収入（百万円） 1,564,583 5.1
 

(注) 料金収入には，消費税等は含まれていない。
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(6) 主要な設備

当第３四半期連結累計期間において，主要な設備に重要な異動はない。

　当第３四半期連結累計期間に新たに確定した主要な設備の新設の計画は次のとおりである。

　

発電

　（新エネルギー等）

地点名 出力（千kW） 着工 運転開始

四日市火力発電所バイオマス発電設備 49 平成30／４ 平成32／４
 

　

 

なお，前連結会計年度末において計画中であった主要な設備の当第３四半期連結累計期間における完成，廃止

分は次のとおりである。

 
完成

　　発電

　　（火力）

地点名 出力（千kW） 着工 運転開始

西名古屋７号系列（７－１号） 1,188.2 平成25／12 平成29／９
 

 
(注) 西名古屋７号系列の全発電設備完成時の出力は2,376.4千kW（平成30／３）である。

　

 

 

廃止

　　発電

　　（火力）

地点名 出力（千kW） 廃止

四日市１号 220 平成29／12

四日市２号 220 平成29／12

渥美１号 500 平成29／12
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 1,190,000,000

計 1,190,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成29年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成30年２月５日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 758,000,000 758,000,000
東京証券取引所市場第一部
名古屋証券取引所市場第一部

単元株式数は100株
である。

計 758,000,000 758,000,000 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項なし

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項なし

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項なし

 

(5) 【発行済株式総数，資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成29年10月１日～

平成29年12月31日
─ 758,000,000 ─ 430,777 ─ 70,689

 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため，記載事項はない。
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については，株主名簿の記載内容が把握できず，記載するこ

とができないことから，直前の基準日（平成29年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしている。

① 【発行済株式】

平成29年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
普通株式

756,800
― ―

(相互保有株式)
普通株式 　　　

106,900
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

753,357,700
7,533,576 ―

単元未満株式
普通株式

3,778,600
― １単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 758,000,000 ― ―

総株主の議決権 ― 7,533,576 ―
 

(注)「完全議決権株式(その他)」の「株式数」欄には，証券保管振替機構名義の株式2,800株及び株主名簿上は当

社名義となっているが実質的に所有していない株式100株を含めて記載している。また，「議決権の数」欄に

は，証券保管振替機構名義の株式に係る議決権の数28個を含めて記載している。ただし，株主名簿上は当社名

義となっているが実質的に所有していない株式に係る議決権の数１個は含まれていない。

 

② 【自己株式等】

平成29年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式)      

中部電力株式会社 名古屋市東区東新町１番地 756,800 ― 756,800 0.10

(相互保有株式)      
東海コンクリート工業
株式会社

三重県いなべ市大安町
大井田2250番地

106,900 ― 106,900 0.01

計 ― 863,700 ― 863,700 0.11
 

 

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後，当四半期累計期間において，役員の異動はない。
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第４ 【経理の状況】

 

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は，「四半期連結財務諸表の用語，様式及び作成方法に関する規則」(平成19年８月10日

内閣府令第64号)に準拠し「電気事業会計規則」(昭和40年６月15日通商産業省令第57号)に準じて作成している。

 

２  監査証明について

当社は，金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき，第３四半期連結会計期間(自　平成29年10月１日　

至　平成29年12月31日)及び第３四半期連結累計期間(自　平成29年４月１日　至　平成29年12月31日)に係る四半期連

結財務諸表について，有限責任 あずさ監査法人の四半期レビューを受けている。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成29年12月31日)

資産の部   

 固定資産 4,694,803 4,748,520

  電気事業固定資産 3,080,402 3,106,172

   水力発電設備 318,639 313,127

   汽力発電設備 579,275 641,032

   原子力発電設備 156,625 146,191

   送電設備 703,633 689,220

   変電設備 412,221 414,734

   配電設備 784,691 781,262

   業務設備 110,091 106,423

   その他の電気事業固定資産 15,223 14,182

  その他の固定資産 265,401 269,532

  固定資産仮勘定 398,279 380,905

   建設仮勘定及び除却仮勘定 398,279 380,905

  核燃料 176,615 177,617

   装荷核燃料 40,040 40,040

   加工中等核燃料 136,575 137,576

  投資その他の資産 774,104 814,293

   長期投資 216,628 216,297

   関係会社長期投資 359,663 407,947

   退職給付に係る資産 18,903 19,619

   繰延税金資産 165,855 156,664

   その他 14,707 14,701

   貸倒引当金（貸方） △1,654 △936

 流動資産 717,503 674,809

  現金及び預金 133,764 122,245

  受取手形及び売掛金 238,404 273,004

  短期投資 165,817 85,033

  たな卸資産 68,832 77,408

  繰延税金資産 28,302 25,798

  その他 83,725 92,980

  貸倒引当金（貸方） △1,342 △1,661

 合計 5,412,307 5,423,330
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成29年12月31日)

負債及び純資産の部   

 固定負債 2,604,077 2,575,692

  社債 599,258 639,259

  長期借入金 1,454,196 1,399,018

  原子力発電所運転終了関連損失引当金 9,575 9,565

  退職給付に係る負債 187,141 183,083

  資産除去債務 206,812 208,971

  その他 147,093 135,794

 流動負債 1,061,050 1,021,964

  1年以内に期限到来の固定負債 293,826 223,364

  短期借入金 356,464 360,950

  支払手形及び買掛金 109,328 102,606

  未払税金 36,806 63,538

  その他 264,625 271,504

 特別法上の引当金 22,465 22,062

  渇水準備引当金 22,465 22,062

 負債合計 3,687,594 3,619,719

 株主資本 1,637,166 1,695,002

  資本金 430,777 430,777

  資本剰余金 70,794 70,803

  利益剰余金 1,136,801 1,194,928

  自己株式 △1,206 △1,507

 その他の包括利益累計額 48,101 47,582

  その他有価証券評価差額金 39,485 41,262

  繰延ヘッジ損益 △7,817 △6,749

  為替換算調整勘定 24,682 22,513

  退職給付に係る調整累計額 △8,248 △9,443

 非支配株主持分 39,445 61,025

 純資産合計 1,724,713 1,803,610

 合計 5,412,307 5,423,330
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年12月31日)

営業収益 1,898,708 2,062,749

 電気事業営業収益 1,718,798 1,846,927

 その他事業営業収益 179,909 215,822

営業費用 1,730,671 1,937,873

 電気事業営業費用 1,564,160 1,731,321

 その他事業営業費用 166,511 206,552

営業利益 168,036 124,876

営業外収益 13,919 16,002

 受取配当金 1,814 2,136

 受取利息 1,234 205

 持分法による投資利益 3,900 8,827

 その他 6,969 4,833

営業外費用 24,482 24,625

 支払利息 21,975 20,146

 その他 2,507 4,478

四半期経常収益合計 1,912,628 2,078,752

四半期経常費用合計 1,755,154 1,962,499

経常利益 157,473 116,253

渇水準備金引当又は取崩し △158 △403

 渇水準備引当金取崩し（貸方） △158 △403

特別利益 30,292 ―

 持分変動利益 30,292 ―

税金等調整前四半期純利益 187,924 116,656

法人税、住民税及び事業税 31,345 23,529

法人税等調整額 13,808 10,599

法人税等合計 45,154 34,128

四半期純利益 142,769 82,528

非支配株主に帰属する四半期純利益 1,337 1,681

親会社株主に帰属する四半期純利益 141,431 80,846
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年12月31日)

四半期純利益 142,769 82,528

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 3,688 2,051

 繰延ヘッジ損益 1,867 917

 為替換算調整勘定 △11,622 1,506

 退職給付に係る調整額 △4,535 △919

 持分法適用会社に対する持分相当額 △9,264 △2,655

 その他の包括利益合計 △19,866 900

四半期包括利益 122,902 83,429

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 120,940 80,328

 非支配株主に係る四半期包括利益 1,961 3,101
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【注記事項】

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日 至 平成29年12月31日)

(連結の範囲の重要な変更)

　Chubu Electric Power & MUL Germany Transmission GmbHは，出資により，第１四半期連結会計期間より，

連結の範囲に含めている。

(持分法適用の範囲の重要な変更)

　Diamond Germany 1. Transmission GmbH，Diamond Germany 2. Transmission GmbHは，出資により，第１四

半期連結会計期間より，持分法の適用範囲に含めている。
 

 

(四半期連結貸借対照表関係)

 偶発債務

(1) 社債及び借入金に対する保証債務

 
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成29年12月31日)

日本原燃株式会社 117,226百万円 107,596百万円

従業員(住宅財形借入ほか) 62,298百万円 56,948百万円

日本原子力発電株式会社 38,095百万円 38,095百万円

Cricket Valley Energy Partners LLC 10,084百万円 19,758百万円

Ichthys LNG Pty Ltd. 13,311百万円 13,406百万円

Carroll County Energy Holdings LLC 8,216百万円 11,919百万円

MT Falcon Holdings Company,S.A.P.I.de C.V. 10,089百万円 9,631百万円

PT.Cirebon Energi Prasarana ― 3,363百万円

Phoenix Power Company SAOG 1,957百万円 1,925百万円

バジャドリド発電会社 1,845百万円 1,859百万円

楽天信託株式会社 1,563百万円 1,405百万円

メサイード発電会社 981百万円 988百万円

ラスラファンＣ事業会社 882百万円 889百万円

たはらソーラー合同会社 383百万円 339百万円

鈴川エネルギーセンター株式会社 259百万円 259百万円
 

　

(2) その他契約の履行に対する保証債務　

 
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成29年12月31日)

JERA Energy America LLC 7,758百万円 16,434百万円

MT Falcon Holdings Company,S.A.P.I.de C.V. 4,310百万円 4,185百万円

バジャドリド発電会社 1,131百万円 1,140百万円

Goreway Power Station Holdings Inc. 1,156百万円 824百万円

ダイヤモンドパワー株式会社 ― 810百万円

Phoenix Operation and Maintenance Company LLC 509百万円 513百万円

PT.Cirebon Energi Prasarana 103百万円 262百万円

Phoenix Power Company SAOG 181百万円 204百万円

JERA Power U.S.A. Inc. 10百万円 7百万円

株式会社常陸那珂ジェネレーション 945百万円 ―

Q Power Q.S.C. 169百万円 ―

たはらソーラー合同会社 135百万円 ―

Ichthys LNG Pty Ltd. 2百万円 ―
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(3) 社債の債務履行引受契約に係る偶発債務

次の社債については，金融商品に関する会計基準における経過措置を適用した債務履行引受契約を締結し，債務

の履行を委任している。

 
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成29年12月31日)

第411回社債(引受先 株式会社みずほ銀行) 42,800百万円 ―

第412回社債(引受先 株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行) 27,200百万円 ―

第413回社債(引受先 株式会社みずほ銀行) 32,800百万円 ―

第414回社債(引受先 株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行) 37,600百万円 　―

第415回社債(引受先 株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行) 63,800百万円 63,800百万円

第416回社債(引受先 株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行) 46,200百万円 46,200百万円

第418回社債(引受先 株式会社みずほ銀行) 37,550百万円 37,550百万円

第424回社債(引受先 株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行) 24,500百万円 24,500百万円

第426回社債(引受先 株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行) 29,000百万円 29,000百万円
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(四半期連結損益計算書関係)

  売上高又は営業費用に著しい季節的変動がある場合

前第３四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日　至 平成28年12月31日)

当社グループの売上高に関しては，夏季と冬季の販売電力量が高い水準となる傾向にあるため，また，営業費用

に関しては，発電所の修繕工事完了時期などの影響を受けるため，四半期ごとの業績に季節的変動がある。

 

当第３四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日　至 平成29年12月31日)

当社グループの売上高に関しては，夏季と冬季の販売電力量が高い水準となる傾向にあるため，また，営業費用

に関しては，発電所の修繕工事完了時期などの影響を受けるため，四半期ごとの業績に季節的変動がある。

 
 
(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成していない。なお，第３四半期連結

累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)は，次のとおりである。

 
前第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日)

減価償却費  184,859百万円   199,691百万円  

         
 

　

 

(株主資本等関係)

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日　至 平成28年12月31日)

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月28日
定時株主総会

普通株式 11,360 15 平成28年３月31日 平成28年６月29日 利益剰余金

平成28年10月28日
取締役会

普通株式 11,359 15 平成28年９月30日 平成28年11月30日 利益剰余金
 

 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日　至 平成29年12月31日)

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月28日
定時株主総会

普通株式 11,359 15 平成29年３月31日 平成29年６月29日 利益剰余金

平成29年10月27日
取締役会

普通株式 11,358 15 平成29年９月30日 平成29年11月30日 利益剰余金
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       (単位：百万円)

 

報告セグメント
その他
（注１）

合計
調整額
（注２）

四半期連結損益

計算書計上額

（注３）発電
電力ネット

ワーク
販売 計

売上高         

  外部顧客への売上高 18,696 35,396 1,725,345 1,779,438 119,269 1,898,708 ― 1,898,708

  セグメント間の内部

　売上高又は振替高
704,458 494,498 78,119 1,277,077 376,781 1,653,858 △1,653,858 ─

計 723,155 529,895 1,803,464 3,056,516 496,051 3,552,567 △1,653,858 1,898,708

セグメント利益 97,955 26,116 39,987 164,059 5,417 169,477 △1,440 168,036
 

(注) １ 「その他」の区分は，報告セグメントに含まれない事業セグメント等であり，当社の原子力部門，

管理間接部門，その他の連結子会社等を含んでいる。

 　　 ２ セグメント利益の調整額△1,440百万円には，セグメント間取引消去△895百万円が含まれている。

 　　 ３ セグメント利益は，四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。

　

 
Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年12月31日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       (単位：百万円)

 

報告セグメント
その他
（注１）

合計
調整額
（注２）

四半期連結損益

計算書計上額

（注３）発電
電力ネット

ワーク
販売 計

売上高         

  外部顧客への売上高 25,569 57,475 1,851,584 1,934,628 128,121 2,062,749 ― 2,062,749

  セグメント間の内部

　売上高又は振替高
769,370 476,688 77,581 1,323,640 366,108 1,689,748 △1,689,748 ―

計 794,940 534,163 1,929,165 3,258,269 494,229 3,752,498 △1,689,748 2,062,749

セグメント利益 44,812 29,779 22,233 96,826 28,944 125,770 △894 124,876
 

(注) １ 「その他」の区分は，報告セグメントに含まれない事業セグメント等であり，当社の原子力部門，

管理間接部門，その他の連結子会社等を含んでいる。

 　　 ２ セグメント利益の調整額△894百万円には，セグメント間取引消去△447百万円が含まれている。

 　　 ３ セグメント利益は，四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は，以下のとおりである。

 
前第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 186.77円 106.78円

(算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期
純利益金額

141,431百万円 80,846百万円

普通株主に帰属しない金額 ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益金額

141,431百万円 80,846百万円

普通株式の期中平均株式数 757,238千株 757,145千株
 

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については，潜在株式が存在しないため記載していない。

 

２ 【その他】

平成29年10月27日開催の取締役会において，平成29年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された最終の株主又

は登録株式質権者に対する剰余金の配当（第94期中間配当）に関し，次のとおり決議した。

　　①　配当金の総額・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・11,358百万円

　　②　１株当たりの金額・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・15円

　　③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日・・・・・・・・・・・・・・・平成29年11月30日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項なし
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独立監査人の四半期レビュー報告書
　

平成30年２月２日　

中部電力株式会社

取締役会  御中
　

有限責任 あずさ監査法人
 

　
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   松 本   千　佳

 

　
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   中 村   哲 也

 

　
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士    岸  田    好  彦

 

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている中部電力株式会

社の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成29年10月１日から平

成29年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年12月31日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四

半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、中部電力株式会社及び連結子会社の平成29年12月31日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。
　
　
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
　

以  上
　

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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